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表紙

（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく）書面交付請求による交付書面に記載しない事項

・連結計算書類
連結株主資本等変動計算書
連結注記表
・計算書類
株主資本等変動計算書
個別注記表

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付請求
をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電
子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第20回定時株主総会資料

第20期（2023年１月１日から2023年12月31日まで）

株式会社　ウィルズ
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連結株主資本等変動計算書

(2023年 1 月 1 日から
2023年12月31日まで)

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当連結会計年度期首残高 246,900 246,447 1,269,072 △99,554 1,662,865

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △218,751 △218,751
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 506,595 506,595

自 己 株 式 の 取 得 △99,991 △99,991
株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 － － 287,843 △99,991 187,852

当連結会計年度末残高 246,900 246,447 1,556,916 △199,545 1,850,717

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

当連結会計年度期首残高 － 1,662,865

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △218,751

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 506,595

自 己 株 式 の 取 得 △99,991

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 2,486 2,486

当連結会計年度変動額合計 2,486 190,338

当連結会計年度末残高 2,486 1,853,203

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）  金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

　連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数 １社
・主要な連結子会社の名称 株式会社ネットマイル

⑵　持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産
・商品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。
・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。
・貯蔵品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得し
た建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　  ３年～50年
工具、器具及び備品　  ４年～ 8年

－ 2 －
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連結注記表

ロ．無形固定資産
・商標権 効果の及ぶ期間（10年）に基づく定額法を採用しております。
・自社利用目的のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。
・顧客関連資産 効果の及ぶ期間（16年）に基づく定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．ポイント引当金 付与したポイントの行使に備えるため、当連結会計年度末において
将来利用されると見込まれる額を計上しております。

ハ．株主優待引当金 株主優待制度に伴う支出に備えるため、発生すると見込まれる額を
計上しております。

ニ．賞与引当金 従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業
年度の負担すべき額を計上しております。

ホ．役員賞与引当金 役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年
度の負担すべき額を計上しております。

④　収益及び費用の計上基準
　当社グループは「株主管理プラットフォーム事業」並びに「広告事業」を展開しております。
　主な顧客との契約から生じる収益は、次のとおりであります。なお、いずれも取引の対価は、履行義務
を充足してから概ね2ヶ月以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。
イ．株主管理プラットフォーム事業

・プレミアム優待俱楽部
　当社グループは、顧客企業のプレミアム優待俱楽部サイトの運営を受託しており、主な履行義務
は、株主優待ポイントによって交換された優待商品を顧客企業の株主に対して提供することでありま
す。
　顧客企業に対する履行義務は、顧客企業の株主に対して優待商品を引き渡した時点で優待商品に対
する支配が移転し充足されることから、収益は優待商品の引渡時点において認識しております。
　ただし、商品の国内の取引については、出荷時から当該商品の支配が移転される時までの期間が通
常の期間である場合には、出荷時点において当該商品の支配が移転されると判断し、出荷時点で収益
を認識しております。

－ 3 －
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連結注記表

・IR-navi
　IR-naviにおける収益は、主にIR-naviシステム及びプレミアム優待俱楽部サイトの導入支援（シス
テムカスタマイズ、データ設定等）や更新サービス（利用可能期間の設定、データ更新等）に関する
導入更新料、及びその後の利用料からなります。
　当社グループの履行義務は、IR-naviシステム及びプレミアム優待俱楽部サイトを利用する顧客企業
に対して、契約締結後から利用開始月までの導入支援及び更新サービスを実施し、契約によって定め
られた利用期間にわたって顧客企業に当該システムの利用を提供することであります。
　導入支援及び更新サービスは、顧客企業がシステムを利用することが可能となった時点で履行義務
が充足されることから、導入時又は更新時に収益を認識しております。また、顧客企業に対するシス
テム利用の提供は、利用期間にわたって履行義務が充足されるため、契約で定められた利用期間に応
じて収益を認識しております。

・ESGソリューション
　顧客企業に対して、アニュアルレポート・統合報告書・株主通信等、IR活動において必要とする各
種情報開示資料の制作を行い、完成品を顧客に納めることが履行義務であります。当社グループは、
制作物が完成し、顧客企業が検品した時点において支配が顧客企業に移転し、履行義務が充足すると
判断しているため、顧客企業による検収時に収益を認識しております。

・その他売上高（バーチャル株主総会及びオンライン決算短信説明会等）
　主に株主管理のDX推進を目的としたバーチャル株主総会及びオンライン決算説明会等の企画及び
運営サポートを行うサービスであります。これらのサービスの履行義務は、株主総会及び決算説明会
が実施されることで充足されるものであり、実施完了時に収益を認識しております。

ロ．広告事業
・自社媒体Web広告

　主な履行義務は、広告主またはその代理店と合意した契約条件に基づき、自社媒体にWeb広告配
信を行うことであります。広告主またはその代理人との契約上、一定期間にわたって広告配信を行う
ことで履行義務が充足されるものについては、広告掲載期間に応じて収益を認識しております。ま
た、ユーザーがweb広告をクリックし、広告主が成果発生したと認めた時点において履行義務が充足
されるものについては、広告主による成果承認時において収益を認識しております。

－ 4 －
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連結注記表

・Web広告代理店及びアドバタイジングゲーム
　主な履行義務は、広告主またはその代理店と合意した契約条件に基づいて、広告代理店として
Web広告活動のサポートやユーザーのロイヤリティ向上等を行うことであります。
　当社グループは、広告主が成果発生したと認めた時点において履行義務が充足すると判断している
ため、広告主による成果承認時において収益を認識しております。
　なお、履行義務のうち、広告を掲載する媒体を手配する履行義務に関しては、当社グループは代理
人に該当することから、広告主から収受する対価から関連する原価を控除した純額を収益として認識
しております。

⑸　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間(９年及び15年)で均等償却することと
しております。

２．会計方針の変更に関する注記
　　時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針
第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来
にわたって適用することとしております。これによる連結計算書類への影響はありません。

－ 5 －
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連結注記表

　　繰延税金資産 86,938千円

⑴　有形固定資産の減価償却累計額 14,773千円

３．会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵　会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資する情報
①　金額の算出方法

　将来減算一時差異等に係る繰延税金資産は、事業計画から見積もられた課税所得等に基づき回収可能性
を判断し、将来の税金負担額を軽減することができると認められる範囲内で計上しております。

②　会計上の見積りに用いた主要な仮定
　将来の課税所得の見積りは、事業計画を基に過去の実績数値を参照し、受注状況、市場環境及び株主優
待ポイントの交換見込等を考慮して策定しております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　当該見積りは、将来の不確実な経済状況や経営状況等により、実際に発生した課税所得の時期及び金額
が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

⑵　当座貸越契約
当社グループは運転資金の機動的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。当
連結会計年度における当座貸越契約に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越契約の総額　　　　　　　　　　　　　　　　  670,000千円
借入実行残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  193,000千円
差引額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  477,000千円

－ 6 －



2024/03/01 8:30:04 / 23062059_株式会社ウィルズ_招集通知

連結注記表

場所 用途 種類 減損損失

東京都港区 遊休資産 ソフトウエア仮勘定 154,867千円

５．連結損益計算書に関する注記

ソフトウエア仮勘定の減損損失
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

①減損損失を認識した資産の概要、減損損失の金額

②減損損失を認識するに至った経緯
　当社は、IR活動支援ツール「IR-navi」の大幅な機能拡充を目指しておりましたが、当期に実施されたシステ
ム開発方針の一部変更により、今後の使用が見込めなくなった機能は遊休資産となり、減損損失として計上す
ることといたしました。

③資産のグルーピングの方法
　当社は、事業ごとの資産を基本単位として、キャッシュ・フローを生み出す最小単位ごとにグルーピングを
行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

④回収可能価額の算定方法
　遊休資産について、将来の使用が見込まれていないことから、使用価値をゼロとして認識しております。

－ 7 －
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連結注記表

株式の種類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
の 株 式 数

普 通 株 式 21,054,400株 ―株 ―株 21,054,400株

株式の種類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
の 株 式 数

普 通 株 式 160,793株 180,400株 ―株 341,193株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年 ３月30日
定 時 株 主 総 会 普通株式 146,255 7.0 2022年12月31日 2023年３月31日
2023年 ８月14日
取 締 役 会 普通株式 72,496 3.5 2023年６月30日 2023年９月13日

決 議 予 定 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年 ３月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 124,279 6.0 2023年12月31日 2024年３月26日

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の増加は、2023年3月30日開催の取締役会決議による自己株式取得180,400株によるもの
であります。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

⑷　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数

　該当事項はありません。
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連結注記表

７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に基づき必要な資金を調達しております。資金運用については、短期的
な預金等に限定しデリバティブ取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。
　敷金及び保証金は、主に本社オフィスの賃貸に伴うものであり、差入先の信用リスクに晒されておりま
す。
　営業債務である買掛金、未払金、未払法人税等及び未払消費税等は１年以内の支払期日であります。
　借入金は、運転資金や設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、そのうち変動金利の借入金
は、金利変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスクの管理

　当社グループは、「債権管理規程」に基づき、管理部が取引相手ごとに期日及び残高を管理するとと
もに、入金状況を営業部門に随時連絡しているほか、決算書により財務状況等の悪化及び回収懸念の早
期把握を行っております。

ロ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは利益計画に基づき、コーポレート本部が、適時資金計画を見直すことにより、流動性
リスクを管理しております。

ハ．市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクに晒されておりますが、資金ニーズを把握し、
また適時に資金繰計画を作成・更新し、資金管理を行うことにより資金を効率的に使用するとともに、
適正な手許流動性を維持することにより、市場リスクを管理しております。なお、デリバティブ取引の
利用は行っておりません。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価額に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。なお、当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件
等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
⑴ 敷金及び保証金               80,756 68,727 △12,029
⑵ 破産更生債権等               2,169

貸倒引当金（※１）            △2,169
0 0 ―

資産計 80,756 68,727 △12,029
⑴ 長期借入金（※２） 60,770 60,569 △219

負債計 60,770 60,569 △219

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 30,000

ゴルフ会員権 2,750

出資金 25,964

敷金及び保証金 9,000

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2023年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、「現金及び預金」については現金であること、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛
金」、「買掛金」、「短期借入金」、「未払金」、「未払法人税等」及び「未払消費税等」については短期
間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（単位：千円）

※１．貸倒引当金を控除しております。
※２．1年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。
（注）１．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　非上場株式及びゴルフ会員権については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困
難と認められることから時価開示の対象としておりません。出資金は、投資組合出資金であ
ります。改正企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」第
24－16項の取扱いを適用し、時価開示の対象としておりません。なお、ゴルフ会員権及び
出資金は投資その他の資産の「その他」に含まれております。また、敷金及び保証金の一部
については、返還期限の合理的な見積りが困難なことから、時価を把握することが極めて困
難と認められるため、「敷金及び保証金」には含めておりません。
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１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

敷金及び保証金 － － － － － 80,756

合計 － － － － － 80,756

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 23,280 14,990 9,000 9,000 4,500 －

合計 23,280 14,990 9,000 9,000 4,500 －

２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

※　破産更生債権等については、償還予定額が見込めないため記載しておりません。

３．長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

※　長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含めております。

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

　該当事項はありません。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 68,727 － 68,727

長期借入金 － 60,550 － 60,550

⑴　１株当たり純資産 89円35銭

⑵　１株当たり当期純利益 24円39銭

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

※　長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含めております。
（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

敷金及び保証金
　敷金の時価の算定は、償還予定時期ごとにその将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に
よる利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
　長期借入金のうち、変動金利の借入は、金利の変動を反映していることから、時価は当該帳簿価額によ
っており、固定金利の借入は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り
引いた現在価値により算定しております。これらについては、レベル２の時価に分類しております。

８．１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産
は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。１株当たり当期純利益の算定
上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は282,500株であります。１株当たり純資産の算定上、
控除した当該自己株式は341,193株であります。
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報告セグメント

株主管理プラット
フォーム事業 広告事業 計

主要なサービスライン

プレミアム優待倶楽部 2,820,526 － 2,820,526

ＩＲ－ｎａｖｉ 284,604 － 284,604

ESGソリューション 656,446 － 656,446

自社媒体Web広告 － 493,285 493,285
Web広告代理店及び
アドバタイジングゲーム － 138,696 138,696

その他 83,013 4,020 87,033

合計 3,884,590 636,002 4,480,592

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 270,581 314,852

契約負債 459,292 634,758

９．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　連結注記表の「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　⑷会計方針に関する事
項　④収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

（注）１．契約負債は、主に商品の引渡前に顧客から受け取った前受金及びサービスその他の販売における
顧客からの前受収益であります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

２．当社グループでは、当初に予定される顧客との契約期間が１年を超える重要な取引はありませ
ん。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額がないた
め、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。
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10．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

(20232023
年
年
１
12
月
月
１
31
日
日
から
まで )

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　計 利益準備金
その他
利益剰余金 利益剰余金

合　計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 246,900 246,447 246,447 500 1,397,861 1,398,361 △99,554 1,792,154

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △218,751 △218,751 △218,751

当 期 純 利 益 510,749 510,749 510,749

自 己 株 式 の 取 得 △99,991 △99,991
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当期変動額合計 ― ― ― ― 291,998 291,998 △99,991 192,007

当 期 末 残 高 246,900 246,447 246,447 500 1,689,860 1,690,360 △199,545 1,984,161

新株予約権 純資産合計

当 期 首 残 高 ― 1,792,154

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △218,751

当 期 純 利 益 510,749

自 己 株 式 の 取 得 △99,991
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 2,486 2,486

当期変動額合計 2,486 194,493

当 期 末 残 高 2,486 1,986,647

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産
・商品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）を採用しております。
・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）を採用しております。
・貯蔵品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）を採用しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　　３年～50年
工具、器具及び備品　　　　４年～ 8年

②　無形固定資産
・商標権 効果の及ぶ期間（10年）に基づく定額法を採用しております。
・自社利用目的のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
・顧客関連資産 効果の及ぶ期間（16年）に基づく定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。
なお、当事業年度においては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権等も
ないため、貸倒引当金を計上しておりません。

②　ポイント引当金 付与したポイントの行使に備えるため、当事業年度末において将来利用
されると見込まれる額を計上しております。
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③　株主優待引当金 株主優待制度に伴う支出に備えるため、発生すると見込まれる額を計上
しております。

④　賞与引当金 従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度
の負担すべき額を計上しております。

⑤　役員賞与引当金 役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の
負担すべき額を計上しております。

⑷　重要な収益及び費用の計上基準
　当社は「株主管理プラットフォーム事業」を展開しております。
　主な顧客との契約から生じる収益は、次のとおりであります。なお、いずれも取引の対価は、履行義務
を充足してから概ね2ヶ月以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

①　プレミアム優待俱楽部
　当社グループは、顧客企業のプレミアム優待俱楽部サイトの運営を受託しており、主な履行義務は、株
主優待ポイントによって交換された優待商品を顧客企業の株主に対して提供することであります。
　顧客企業に対する履行義務は、顧客企業の株主に対して優待商品を引き渡した時点で優待商品に対する
支配が移転し充足されることから、収益は優待商品の引渡時点において認識しております。
　ただし、商品の国内の取引については、出荷時から当該商品の支配が移転される時までの期間が通常の
期間である場合には、出荷時点において当該商品の支配が移転されると判断し、出荷時点で収益を認識し
ております。

②　IR-navi
　IR-naviにおける収益は、主にIR-naviシステム及びプレミアム優待俱楽部サイトの導入支援（システム
カスタマイズ、データ設定等）や更新サービス（利用可能期間の設定、データ更新等）に関する導入更新
料、及びその後の利用料からなります。
　当社グループの履行義務は、IR-naviシステム及びプレミアム優待俱楽部サイトを利用する顧客企業に対
して、契約締結後から利用開始月までの導入支援及び更新サービスを実施し、契約によって定められた利
用期間にわたって顧客企業に当該システムの利用を提供することであります。
　導入支援及び更新サービスは、顧客企業がシステムを利用することが可能となった時点で履行義務が充
足されることから、導入時又は更新時に収益を認識しております。また、顧客企業に対するシステム利用
の提供は、利用期間にわたって履行義務が充足されるため、契約で定められた利用期間に応じて収益を認
識しております。

③　ESGソリューション
　顧客企業に対して、アニュアルレポート・統合報告書・株主通信等、IR活動において必要とする各種情
報開示資料の制作を行い、完成品を顧客に納めることが履行義務であります。当社グループは、制作物が
完成し、顧客企業が検品した時点において支配が顧客企業に移転し、履行義務が充足すると判断している
ため、顧客企業による検収時に収益を認識しております。
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　　繰延税金資産 86,938千円

④　その他売上高（バーチャル株主総会及びオンライン決算短信説明会等）
　主に新型コロナウイルス感染拡大防止や株主管理のDX推進を目的としたバーチャル株主総会及びオン
ライン決算説明会等の企画及び運営サポートを行うサービスであります。これらのサービスの履行義務
は、株主総会及び決算説明会が実施されることで充足されるものであり、実施完了時に収益を認識してお
ります。

⑸　のれんの償却方法及び償却期間
のれんについては、９年で均等償却しております。

２．会計方針の変更に関する注記
　　時価の算定に関する会計基準等の適用指針の適用

連結注記表「２．会計方針の変更に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており
ます。

３．表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）
　前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「長期前払費用」（当事業年度の金額は1,205千円）は、
金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりま
す。

４．会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており
ます。

（債務保証）
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

　当社は株式会社ネットマイルの金融機関からの借入に対して債務保証を行っております。当事業年度にお
いて債務保証損失引当金は計上しておりませんが、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリスクに鑑
みて開示項目として識別いたしました。
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⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①　金額の算出方法

　株式会社ネットマイルにおいて、将来の事業計画をもとに資金繰りを策定し、資金繰りに懸念があると
認められる場合には、債務保証損失引当金の要否を判定し、引当金額を見積もって算定します。判定の結
果、当事業年度において、債務保証損失引当金は計上しておりませんが、将来の事業計画は成長ビジネス
を含むものであり、その事業計画の達成には不確実性が伴います。

②　会計上の見積りに用いた主要な仮定
　将来の事業計画における主要な仮定は、売上高の成長見込みであります。これは、当事業年度の実績
値、翌事業年度以降の事業戦略等を踏まえて見積もっております。

③　翌事業年度の計算書類に与える影響
　将来の事業計画における売上高、売上原価の見積りは不確実性を伴い、広告事業の市況変化等により、
見積りと将来の結果が異なる可能性があります。

５．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 13,307千円

⑵　保証債務
　関係会社の銀行借入に対し、債務保証を行っております。

株式会社ネットマイル 266,320千円

⑶　関係会社に対する債権・債務
短期金銭債権 2,541千円
短期金銭債務 9,680千円

６．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 32,919千円
仕入高 37,239千円
販売費及び一般管理費 8,482千円
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株式の種類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末 の
株 式 数

普 通 株 式 160,793株 180,400株 －株 341,193株

繰延税金資産
未払事業税 9,716千円
ポイント引当金 2,057
株主優待引当金 10,231
敷金及び保証金 933
一括償却資産 1,291
賞与引当金 6,392
未払法定福利費 2,428
地代家賃 3,213
減損損失 49,834
研究開発費 1,653
その他 930

繰延税金資産小計 88,683
評価性引当金額 △1,744

繰延税金資産合計 86,938
繰延税金資産の純額 86,938

７．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び数に関する事項

（注）自己株式の増加は、2023年3月30日開催の取締役会決議による自己株式取得180,400株によるもの
であります。

８．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等 の
所 有
（ 被 所 有 ）
割 合

関連当事者との
関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

(千円) 科 目 期 末 残 高
(千円)

子 会 社 株 式 会 社
ネ ッ ト マ イ ル

（被所有）
直接100％ 債 務 保 証 債  務  保  証

(注)２. 266,320 ― ―

⑴　１株当たり純資産 95円79銭

⑵　１株当たり当期純利益 24円59銭

９．関連当事者との取引に関する注記
　　子会社及び関連会社等

（注）１. 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。
２. 銀行借入に当たり当社が債務保証を受けております。なお、債務保証の取引額は借入金残高を記

載しております。また、保証料の受取りは行っておりません。

10．収益認識に関する注記
　連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

11．１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産
は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。１株当たり当期純利益の算定
上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は282,500株であります。１株当たり純資産の算定上、
控除した当該自己株式は341,193株であります。

12．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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